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構成員の思想-信条の自由をめぐる
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lまじめに
一 消極主義のアプローチ
《消極主義I))
中 谷実
(→ 「訴えの利益がないゆえ，不適法な訴えとして却下J
アプローチ
(二:) i一般市民法秩序と直接関連がないゆえ，
可法審査の対象とならず却下」アプローチ
《消極主義II))
日タイプ
←o r民的の範聞外Jアプローチ
。タイプ
トor前提事実なしj アプローチ
(ゴ 「因果関係欠如jアプローチ
(三) r目的の範閥内」アプローチ
《消極主義II)
(以上， 31巻 1・2号)
←o r (図的の範囲内)/ (強制の契機なく)思想、信条侵害なしJアプローチ
仁) r目的の範邸内/(衡量して)思想信条侵害なしJアプローチ
(三) r目的の範関内強調/(怒想信条侵害なし)J アプローチ
(以上，本号)
消極主義のアプローチ 〔承前〕
《消極主義 I)
これは，本案判断に入るが，憲法問題に触れずに処理するアプローチであ
る。このアプローチは，憲法問題を提起した者に有利な結論となる場合(臼
タイプ)と，不利になる場合(日夕イプ)にわかれる。
α タイプ
付 「目的の範囲外Jアプローチ
A 概要
これは，本案判断に入り，問題となった国体の行為が，社会的に相当と認
められる範盟内を超えているゆえ団体の目的の範囲外の行為であるとし，思
想・信条の自由侵害についての憲法判断を行わずに訴えそ認容するアプロー
チである。このアプローチは団体の構成員に強〈コミットする。
B 裁判例
(1) H同14.4.25(群馬司(特別食担金決議)/債務不存在確認〉最 l判平成
14年4月25日の深海反対意見は， r公的な性格を有する司法書士会は，株
式会社等営利を目的とする法人とは法的性格を異にし，その目的の範囲も会
の目的達成のために必要な範囲内で限定的に解釈されなければならないJ，
被上告人司法書士会は，このような f性格を有する強制加入団体であるか
ら，多数決による決定に基づいて会員に要請する協力義務にも自ずから限界
があるん「本件拠出金の寄付は，被上告人について法が定める本来の目的J
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fではなく，友会の災害支援という間接的なものであるから，そのために会
員に対してJi記載のような厳しい不利益を伴う協力義務を課すことは，目
的との関の均衡を失し，強制加入間体が多数決によって会員に要請できる協
力義務の限界を超えた無効なもの」とし，原判決一一決議は司法書士会の目
的の範囲内であり，思想、信条の自由侵害はないーーを破棄すべきであるとい
う。横尾反対意見は，事実関係(後述C(1) (c)参照)を検討し，本件拠出金に
は， i被災した司法書士の個人的ないし物理的被害に対する産接的な金銭補
てんや見舞金の趣旨，性格が色濃く残っていたJ，i本件拠出金そ寄付するこ
とは被上告人の日的の範囲外の行為である」とし，原判決を破棄すべきとい
フ。
C このアプローチを支える思想
(1 ) 圏体の構成員への強いコミット
(a) 司法書士会は公的色彩の強い厳格な強制加入団体であり，決議に
従わない会員に対しては強い制裁
H-14.4.25 <群罵司(特別負担金決議)/債務不序在確認〉最l判の深津反対
意見は， il"司法書士となる資格を有する者が司法書士となるには，その者が
事務所を設けようとする地を管轄する法務局又は地方法務局の管轄区域内に
設立された司法書士会ぞ経由して日本筒法書士会連合会に登録をしなければ
ならjず， i登録をしないで司法書士の業務を行った場合は 1年以下の懲役
又は 30万円以下の罰金が定められているん「このように被上告人は，司法
書士になろうとする者に加入を強制するだけでなく，会員が司法書士の業務
を継続する間は脱退の自由を有しない公的色彩の強い厳格な強制加入盟体で
あるJという 1)。また， i決議に従わない会員に対しては，会長が結時注意
を促し，注意を受けた会員が義務を履行しないときはその 10倍相当額を会
に納入することを催告するほか，会則に，ア 被上告人の定める顕彰規則に
よる顕彰を行わない，イ 共済規則が定める傷病見舞金，休業補償金，災害
見舞金，脱会一時金の共済金の給付及び共済融資を停止し，既に給付文は貸
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付を受けた者は薩ちにその額を返還しなければならない，ク 注意勧告を
行ったときは，被上告人が備える会員名簿に注意勧告決定の年月普及び決定
趣援を登載することなどの定めがあり，また，総会決議の尊重義務を定めた
会期に違反するものとして，その可法書士会の事務所の所在地を管轄する法
務局又は地方法務局の長に報告しj，i同法務局又は地方法務局の長の行う懲
戒の対象jiにもなり得るJという。
(b) 拠出金の寄付額は過大であり，強制加入団体の運営として著しく
慎重さを欠く
日山14.4.25(群馬司(特別負担金決議)/債務不存在確認)最 1判の深津反対
意見は， i本件決議当時，被上告人の会員は 281名で年間予算は約9000万円
であり，経常費用に充当される普通会費は 1人月額9000丹でその年間収入
は3034万8000円であるから，本件拠出金は，被上告人の普通会費の年間収
入にほぼ匹敵する額であり，被上告人より多くの会員を擁すると考えられる
東京会の 500万円，広島会の 1000万円，京都会の 1000万円の寄付に比して
突出したものとなっているム「司法書士会設立の目的，法的性格，被上告人
の規模，財政状況jiなどを考慮すれば，本件拠出金の寄付は，その額が過
大であって強制加入団体の運営として著しく慎重さを欠き，会の財政的基盤
を揺るがす危険を伴う」という。横尾反対意見も， i本件決議がされた前後
の被上告人の年間予算は約9000万丹であったj，i本件決議以前に発生した
新潟地震や北海道奥尻島沖地震，長崎県雲仙普賢岳噴火災害等の災害に対し
儀礼の範囲を超える義援金が送られたことはないj，i被上告人の会員につい
て火災等の被災の場合拠出される見舞金は 50万円である(共済規則 18条)
というのであり，このような事実を考慮するとJ，i本件の 3000万円の寄付
は，社会的に相当と認められる応分の寄付の範聞を大きく超えj，i被上告人
の権利能力の範囲内にあるとみることはできない」という。
(c) 拠出金には直接的な金銭補てんや見舞金の趣罷，性格が色濃く残存
H叩 14.4.25(群馬司(特別負担金決議)/債務不存在確認)最 1判の横尾反対
意見は， i本件決議の決議案の提案理由ji及び本件決議の行われた臨時総会
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議事録によれば，本件決議案の提案理由の中には， ~被災会員の復興 lこ要す
る費用の詳細は(中絡)，最低 l人当たり数百万円から千万円を超える資金が
必要になると思われる。Jとの記載があり，被災司法書士事務所の復興に要
する費用をおよそ 35億円とみて，その半額を全盟の司法書士会が拠出する
と仮定して被上告人の拠出金額3000万円を試算していること等からする
と，本件拠出金の使途としては，主として被災司法書士の事務所再建の支援
資金に充てられることが想定されていたとみる余地があるん「本件拠出金に
ついては，その後，司法書士会又は司法書士の機能の回寵に資することを目
的とするものであるという性格付けがされていったとしてもJ，r試算した
3000万円という金額は変更されなかったん「本件拠出金の具体的な使用方
法は，挙げて寄付を受ける兵庫県司法書士会の判断運用に任せたものであっ
たというのであり， このような事実等によれば，本件拠出金については，被
災した司法書士の個人的ないし物理的被害に対する富接的な金銭補てんや見
舞金の趣旨，性格が色濃く残っていた」という。
(2) 団体の統制権への弱いコミット
(a) 見舞金の寄付は，社会的に相当と認められる応分の範囲内である
限り，権利能力の範囲内
H-14.4.25 <群馬司(特別負担金決議)/債務不存在確認〉最l判の深津反対
意見は， r被上告人も社会的組織として相応の社会的役割を果たすべきもの
であり，本件拠出金の寄付も相当と認められる範囲においてその権利能力の
範囲内にあるj という。横尾反対意見も同旨であり，両反対意見とも，団体
の統制権をまったく否定しているわけでない。
(3) 司法哲学
このアプローチが，思想・信条の自由慢害についての憲法判断を行わない
という点において，消極的な司法観と捉えておく。
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。このアプローチをめぐって
(1) 可法書士会
日開14.4.25<群馬司(特別室担金決議)/債務不存在確認〉最 1判の深津反対
意見，横尾反対意見について， r両者ともに，相当と認められる範閤内の寄
付であれば司法書士会の権利能力の範関内の行為として認められるとしてい
るが，多数意見と結論を分かつことになったのはj，r本件拠出金についての
評価の差 『公的支援金』に準ずるようなものと評価するか， w善意の義
援金ないし見舞金』と評価するかーーであったj，rそれは，阪神・淡路大震
災の実情に対する理解度の差でもあj2)る， という批判がある。
その他，結論自体には好意的であるが，深津反対意見が，司法書士会の強
制加入団体としての性格を強調し，その目的の範囲を限定した点について，
「災害への寄付を構成員に強制できるかという問題と，その団体が強制加入
団体か杏かとは関係がないj，r例えば，労働組合の場合であっても，阪神大
震災で被災した組合を支援するために，構成員に寄付を強制することはでき
ないと考えるし，町内会の場合でも，阪神大震災で被災した町内会を支援す
るために，構成員に寄付を強制することは許されないj，r強制加入盟体でも
任意加入団体でも，災害に寄付をするか否かの判断を構成員は団体に委ねて
いるわけではないから，構成員は寄付を強制されないj3)という批判がある。
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j主
1) 深津反対意見は， rこのことは会員の職業選択の自由，結社の自由を制限するこ
とになるが， これは可法書士法がi'立法書土の業務の適正を関り，国民の権利の保
全に寄与することをケ尽的としJ，r司法書士会が業務の改善を図るため会員の指導・
連絡に関する事務を行うJrという公共の福祉の要請による規制として許容されて
いるJという。
2) 浦部法穏・宇リタ 1108号7頁 (2003)。
3) 河内宏・*uタ 1108号 13頁 (2003)。
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βタイプ
十ベ) r前提事実なし」アプローチ
A 概要
これは，本案判断に入るが，訴えの前提事実が認められないとして憲法判
断を行わずに訴えを斥けるアプローチである。
日裁判例
(1) ふ61.8. 21 <大阪税(特別会費決議)/会費返還〉大阪地判昭和 61年 8
丹21自1)(判時1207号37頁，②→H-1.8.30(大阪税(特別会費決議)/会費返還〉大抜高
判，③→ H-5.5. 27 (大阪税(特別会費決議)/会費返還);最 1判)は，原告の主張一一一本
件決議の一部無効，そして，これに基づく本件係争金の徴収と交付は無効
(fー はじめにJ注 10)参照) について， rいずれも本件決議が特定の政治家
に対し政治献金を行うことを目的としてなされたものであることを前提事実
とするJが， r本件決議当時，既に日税連ないし日税政や単位税政連が右政
治献金ぞ行うことをケ確定的に決定しており，被告大税会の執行部が直接お政
治献金を行うことを目的として本件決議案を提出した」と f認めるに足る証
拠はなしまた，右決議に参加した被告大税会の会員会員ないしは少なくと
もその過半数のものが政治献金の資金調達のためのものであるとの認識のも
とにお議案の議決に参加したことについてもJr認めるに足る証拠はないJ，
fいずれもその余の点、の判断に及ぶまでもなく全て理由がないj として請求
を棄却する。
C このアプローチを支える思想
(1 ) 団体の構成員へのコミット
S-61. 8. 21 <大阪税(特別会費決議)/会費返還)大阪地判には，団体の構成
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員にコミットする記述は見られない。
(2) 団体の統制権へのコミット
S-61. 8. 21 <大阪税(特別会費決議)/会費返還〉大阪地判には，閏体の統制
権にコミットする記述は見られない。
(3) 司法哲学
前提事実なしということで，憲法判断を行わずに処理するこのアプローチ
は，消極的な可法観を内在させているといえよう。
ひ このアプローチをめぐって
(1) 税理士会
ふ61.8. 21 <大阪税(特別会費決議)/会費返還)大阪地判は，特定の政治目
的に充てるために特別会費の徴収を決議したという前提となる事実関係自体
を認めず，事件を決着させた。この点，南九州i税理士会事件では，税理士会
が， r問題の特別会費を税理士法改正運動に要する特別資金に充てるための
ものであること，また全額を南九各県税政へ配布すること，を明示した上で
決議を行なっており， この点につき当事者間に争いがないのに反しj，本件
では， rまさにそのような事実関係自体が争われたことからすれば， うなず
けなくもない」が，本件「での総会決議jrの前後における税理士法改正運
動をめぐる事実関係はj，南九州税理士会事件とほぼ共通しており j，本 f判
決も認める通り j，原告らが「該決議を特定の政治家への政治献金を目的と
してなされたものと主張することも『全く理由のないことではない』という
事情からすれば，判決が，結局右決議を政治献金目的であると認めなかった
ことには疑問が残るj1)とのコメントがある。
注
1) 野坂泰弓・ジュリ臨増887号14頁 (1987)。
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に) I因果関係欠如」アプローチ
A 概要
これは，問題となった団体の行為がイ反に無効で、あるとしても，原告主張の
法的根拠とはならないとし，不当利得における因果関係の欠如という民法的
法理1)を用いることによって，憲法判断を行わないで原告の請求を斥けるア
プローチである。
B 裁判例
(1) H-5.5.27 (大阪税(特別会費決議)/会費返還〉最 1判明時 1490号83
頁，①→ふ61.8.21(大級税(特別会費決議)/会費返還〉大波地判，②→ H町1.8. 30 (大級税
(特別会費決議)/会費返還)大阪高判)は，決議(1)に関し (iー はじめにJ注 10)参
照。以下の決議(2)(3)も河じ)， ["決議のうち会費 2000門伝増額する部分の無効
をいう上告人らの主張は失当であるとした原審の認定判断は，原判決挙示の
証拠関係に照らして是認することができるJとする。決議(2)(3)に関して
は， ["被上人が上告人ら会員から徴収する会費の使途を定めたものにすぎ
ず， これに棺当する金員を会員から徴収することを定めたものではなJC
["~反にこれらが無効であるとしても，そのことは，上告人ら会員が被上告人
に対し右金員の支払を求める法的根拠にはならないことが明らかであj り，
「所論の無効原因について判断するまでもなく，被上告人に対し，各上告人
につき 2219円の支払を求める上告人らの請求は棄却を免れ」ず， ["原判決は
結論において是認することができj るとし，棄却する。
C このアプローチを支える思想
(1 ) 団体の構成員へのコミット
H-5. 5. 27 (大阪税(特別会費決議)/会費返還)最 1判には，団体の構成員
へのコミットに関する記述は見られない。
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(2) 団体の統制権へのコミット
H-5. 5. 27 <大阪税(特別会費決議)/会費退還〉最1特には，間体の統制権
へのコミットに関する記述は見られない。
(3) 司法哲学
巧みに憲法判断を閤避するこのアプローチには，消極的な司法観が内在す
るといえる。
D このアプローチをめぐって
(1) 税理士会
(a) H-5. 5. 27 <大阪税(特別会費決議)/会費返還〉最1判は，決議(2)
(3)に対する訴えを， i反に決議が無効であるとしても会員が金員の支払を求
める法的根拠にはならないとして実体判断に入らずに斥けた2)。この点，
「一見歯切れのよい論理であり，結論じたいに疑問をさしはさむ余地はない
ようにもみえるが，それですべてわりきれるものなのかJ，rわりきった技巧
的な論理には疑問がある。とりわけ，政治献金目的の表示と臨時的徴収とい
う外形的な 2要件Jrとくに後者にこだわる考えかたにたつと，決議(3)のよ
うに大税政という政治団体に通常の会費のなかから恒常的に寄付金が交付さ
れていた場合など，ほとんどチェックできなくなるJ3)， r会費の徴収と献金
が直接結びついていなければ(要するに巧妙にやりさえすれば)許されると
いうのはいかにも不合理であるJ4)，r団体が一殻会費として集めた資金を会
のためにどのように使うかは，一般的には会全体の意思を決める総会などの
場で多数決によって決せられる。しかし，活動の内容が『会の目的の範閤
内』を大きくはずれる場合，仮に会員全員の賛成があったとしてもやはりそ
の活動は無効となら古るをえないのであり，一般会費の中からそうした活動
に支出することも許されないものと思われる。巧妙な手段で徴収すれば脱法
行為も許されるとの帰結を招かないためにも，最高裁は，大阪合同税理士会
事件においても，形式的判断から一歩踏み込んだ判断を示すべきではなかっ
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たかJ5)等の批判はじめ，多くの批判が見られる。
注
1) 甲斐道太郎・私法相J例リマークス 9頁 (1997)。
2) この判決の論理について，大税会 r，こたいする会員一人ひとりの 5万4000円と
いう会費の紋付義務と，日税連へ納入する連合会費の内訳にかんするj大税会「の
決議とを完全に切りはなして考えている。それは要するに，たとえ特別会費納入決
議部分が無効だとしても，また新たに総収入のなかから使途を定める決議をやりな
おすか右決議部分を削除すればよいのであって， 5万4000内という会員偶人の会
費約入義務にはなんの影響もおよぼさないということであるj と説明される。頭鳥
羽和明・判評432号(判時 1512号)239頁 (1995)。
3) 夜鳥羽・前出注2)240賞。向コメントは， r少数派会員が(2)(3)のような決議に
よって政治的自由を侵害ちれるのは，なにも臨時徴収のようなかたちをとる場合だ
けとはかぎらない。また，特別会費についても，昭和 55年改正法成立過程での日
税政と日税速の表喜美一体の活動ぶりJrなどから，政治献金に利用された銀行から
の借入金の返済にあてるために，日税政が日税速からの寄付金に手をつけたのでは
ないかという疑いがつきまとう以上，三好補足意見Jrの指摘するように， もしJ
大税会「が決議(2)にあたってそのような事憶を了解していたとすれば，やはち決
議(2)の有効性も関われるべきj と続ける。 240頁。
4) 小沢隊一・法セミ 521号 69頁 (1998)。
5) 木下智史・民商 116巻 l号 126頁 (1997)。
(三J r巨的の範罰内」アプローチ
A 概要
これは，問題となった行為を団体の目的の範囲内とし，そのことを強調
することにより，思想、信条の侵害という憲法上の論点、に触れずに訴えそ斥け
るアプローチである。このアプローチは，閤体の構成員にかなりコミットし
ているが，団体の統郡権に，より強〈コミットする。
8 裁判例
(1) H-4.12.21(13弁連(法案反対決議)/差止，損害賠償〉東京高判(自正
44巻 2号 101頁，①…今日-4.1.30(臼弁連(法案反対決議)/差止，損害賠償)東京地判，
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③→ H-10. 3.13 (日弁連(法案反対決議)/差止，損害賠償)最2半U)は，差止議求につ
いて， r本件総会決議についてみるに，本件法律案が構成要件の明確性を欠
き，毘民の嘗論，表現の自由を侵害し，知る権利をはじめとする国民の基本
的人権ぞ侵害するものであるなど，専ら法理論上の見地から理由を明示して
法案を国会lこ提出することに反対する旨の意見守表明したものであることは
決議の内容に照し明らかであり，これが特定の政治上の主義，主張や目的の
ためになされたとか，それが団体としての中立性などを損なうものであると
認めるに足りる証拠は見当たらないJ，r本件総会決議によって示された意見
自体については，異論がみられるところではあるが，右決議が被控訴人の目
的を逸脱するものということはできない。本件総会決議後の被控訴人の一連
の行為Jrは，いずれも本件総会決議に基づいて，その意見を各方面に周知
させ， これを実現させるための行為とみられるのであって， その行為の内容
において，特に不相当と認められるような点は認められないから，決議にお
けると同様に会の百的を逸脱するものではないj と述べ， r被控訴人の本件
決議等が，被控訴人の目的を逸脱し，違法である」ことを「前提とする差止
請求及び損害賠償請求は，いずれもその余の点について判断するまでもなく
理由がないj として棄却する。
(2) H-10.3.13 <日弁連(法案反対決議)/差11::，損害賠償〉最2判平成 10
年 3月13日(自正49巻5号 213頁，①→H-4.1.30(日弁連(法案反対決議)/差止，損
害鰭僕〉東京地判，②→ H-4.12.21(日弁連(法案反対決議)/差11:，損害賠償〉東京高半日)
は，原審の判断を肯定する(特に何も述べないが，原審と同様のアフ。ローチとして分
類しておく)。
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C このアブローチを支える思想
(1 ) 団体の構成員へのかなりのコミット
(a) 強制加入の法人の場合，個々の会員の権利を保護する必要からも，
法人としての行動はその臣的によって拘束され，多数による意思決定
診もってしでも，目的を逸脱した行為に出ることはできない
H-4.12.21 < B弁連(法案反対決議)/差止，損害賠償〉東京高判は， I被控
訴人は弁護士法によって設立が義務付けられた公法上の法人であり，弁護士
は，同法により，当然に被控訴人の会員になるものとされ，被控訴人の会員
になることが強部されているJ，I法人は，本来その定められた自的の範関内
で行為能力を有するものであり，その活動は目的によって拘束されるJ，I特
に，被控訴人のような強制加入の法人の場合においては，弁護士である限り
脱退の自由がないのであり，法人の活動が，直接あるいは間接に会員である
弁護士個人に利害，影響を及ぼすことがあることを考えるならば，個々の会
員の権利を保護する必要からも，法人としての行動はその目的によって拘束
され，たとえ多数による意思決定をもってしでも，自的を逸脱した行為に出
ることはできないものであり，公的法人であることをも考えると，特に特定
の政治的な主義，主張や目的に出たり，中立性，公正を損うような活動をす
ることは許されないj と述べ，構成員へかなりコミットする。
(2) 鴎体の統制権への強いコミット
(a) 基本的人権の擁護，社会正義の実現の見地から，それに沿った活
動をすることも日弁連の範囲内
Hイ.12.21<日弁連(法案反対決議)/差止，損害賠償〉東京高判は， I弁護
士は， W基本的人権を擁護し，社会正義を実現することを使命としn IW社
会秩序の維持及び法律制度の改善lこ努力しなければならない.!JIとされてい
るところ，弁護士に課せられた右の使命が重大で、，弁護士個人の活動のみに
よって実現するには自ずから限界があり，特に法律制度の改善のごときは
舘々の弁護士の力に期待することは困難であると考えられること，被控訴人
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が弁護士の集合体である弁護士会と弁護士の集合体であり，その上部組織で
あることを考え合わせると，被控訴人が，弁護士の右使命を達成するため
に，基本的人権の擁護，社会正義の実現の見地から，法律制定の改善(創
設，改魔等)について，会としての意見を明らかにし，それに沿った活動を
することも，被控訴人の目的と密接な関係を持つものとして，その範関内の
ものj という。
(3) 司法哲学
思想信条の侵害に触れずに問題となった行為守閣体の目的の範閤内として
控訴人会員の請求を斥けたこのアプローチは，憲法問題lこ触れないという点
においては消極的な司法観に基づいているといえるが，日弁連の行為を基本
的人権の擁護，社会正義の実現という自的から正当化している点、に注目すれ
ば，単純にはそうとはいえない。
D このアプローチをめぐって
(1 ) 弁護士会
H-4.12.21 <日弁連(法案反対決議)/差止，損害賠償〉東京高判の「罰的の
範囲内」アプローチについて， r日弁連の場合，弁護士法 1条で規定されて
いる弁護士の使命との関係で，呂的の範囲はかなり広〈解しうるJ，rこの点
は税理士会，司法書士会等とは，公益法人についても目的の範聞は一般的に
広〈認められているにしても，事憶を若干異にしている。したがって同種の
強制加入制の公益法人であっても，許される活動の範聞に違いは生じうる。
東京高裁の事実認定J["を前提とすれば，問題となった自弁連のスパイ防止
法反対運動を日弁連の目的の範圏内とすることは正当だと思われるが，開じ
活動を他の強制加入団体が行った場合，同じ結論になるわけではないJl)と
いうコメントがある。他方， ["ある行為が目的の範囲内であることと，それ
への協力を会員に求めうるかは別問題だと思われる。スパイ訪止法に賛成の
会員から，スパイ防止法反対運動のために特別会費を徴収する旨を決議して
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も，会員の思想信条を侵す決議であり公序良俗に反し無効というべきJ2)と
の批判がある。
注
1) 渡辺康行・法教212号36貰 (1998)。
2) 河内宏・前出《消緩主義II))α←)注3)12頁。
《消極主義 II) 
これは，本案判断に入り，問題となった団体の行為に憲法判断を行うアプ
ローチである。
A 概要
付 i (罰的の範関内)/(強制の契機なく)
思想、信条侵害なしj アプローチ
これは， (明言していないが)問題となった符為を団体の目的の範囲内と捉
え，それには強制の契機がなしまた，団体の拠出費用とその運動との関に
直接的な結び付きは認められず，思想信条の自由を侵害しないとして訴えを
斥けるアプローチである。このアプローチは，団体の構成員にある程度のコ
ミットをするが，国体の統制権lこ，より強〈コミットする。
B 裁判例
(1) Hイ.1.30 <日弁連(法案反対決議)/差ll::，損害賠償〉東京地判平成4
1 Fl30日(判時1430号 108頁，②→H“4.12.21(日弁連(法案反対決議)/差止，損餐
賠償〉東京高判，③→H-10.3.13(臼弁連(法案反対決議)/差止，損害賠償〉最24ヨU)は，
差止藷求について，差iとめの対象となる行為が特定されていないという被告
日弁連の本案前の抗弁を， r請求の趣旨に記載されたところで一応明らかに
なっておりJ，rその特定性に欠けるところはないj として斥ける。ついで，
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「本件差止め語求は，被告の本件反対運動が原告らの思想，良心の自由を畏
しているとしてその差止めを求めるものであるところ，思想、，良心の自由
が侵害されているか否かの問題は原告らの基本的人権に関する重大な事柄で
あり，単なる盟体内部の自治，自律の範囲内にとどまる問題ではなく，司法
審査の対象となる事項jだとし，本案lこ入る。そして，本件反対運動が，原
告らの思想，信条を冒用，億称するに等しく，原告らに対しスパイ助止法案
に反対することを強制するかについて， r被告は，国内の弁護士全員を強制
加入させている団体(法人)であって，このような多数の構成員から成る団
体においては，団体内部の意思決定機関において，多数決により団体の運営
ないし活動方針が決定されているのであって，団体の行っている運動に顕現
されている意見が会員個人の意見と必ずしも一致していないことは周知のこ
とである。したがって，被告が被告の名において本件法律案に反対の意見を
表明し対外的・対内的に活動を行うことが，取りも藍さず会員である原告ら
個人個人も同法律案に反対していることを意味するとは，必ずしも一般に考
えられてはおらず，原告らがその意に反する思想，信条を開示させれられて
いることにはならないJ，r被告が会員弁護士に対し機関誌・紙を配討してス
パイ防止法案に反対する運動に協力するよう指導等すること自体は，そこに
何らかの強制の契機が伴われていない限り(本件においては，かかる強制の
契機が存在することは認められない。)，それらの機関誌・紙を配布された者
の思想，良心の自由を侵害するものでない」という。さらに，原告らに強制
的に納入させている会費から資金を支出して本件反対運動を行うことは，ス
パイ防止法案反対という政治的立場に対する支持，協力を強制するに等し
し原告らの思想、，良心の自由を侵害する旨の主張については， r本件反対
運動の資金は被告の定期総会において承認された予算に基づいて支出されて
いるものであり，原告らの納入した一般会費のどの部分かお運動の費用に充
てられているかを特定することは不可能であって，原告らの拠出と本件反対
運動との間に直接的な結び付きは全く認められ」ず， r本件においては，被
告が本件反対運動のために震告らに対して特別の費用負担を命じているわけ
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ではなく，一般会費による被告の運営費の中から予算に基づいて右運動のた
めの費用を滞っているとしても(自分たちが拠出した会費が， このような費
用として使用されることに対する不満ないし不快の気持は別として)，この
ことから原告らの拠出と布運動との間に具体的， f陸別的な関連性が存在して
いるということはできJない， として棄却する。損害賠償請求についても棄
却する。
C このアプローチを支える怒想、
(1 ) 間体の構成員へのある程度のコミット
(a) 強制加入団体ゆえ，意見表明には配慮が必要
H-4.1. 30 <日弁連(法案反対決議)/差止，損害賠償〉東京地判は，最3判
昭和 50年 11丹28日(国労広島地本組合資請求事件， iー はじめにJ注14)参照)
を援用し，被告日弁連が f団体の名において意見を表明し活動するについて
はJ，["強制加入団体であるという特殊性に対して十分な配慮がされなければ
ならないJ，["確かに，例えば，特定の具体的な活動の資金として費用を拠出
することが，拠出者において当該活動ないしそのよって立つ意見，立場等に
対する支持を表明したものとみられる場合がある。その場合には，その拠出
と支出自的との間に偶別的，具体的な関連性が特定されていることによっ
て，拠出行為とその毘的との開に一体性を認めることができるからである。
したがって，そのような資金についてその拠出そ強制することは，当該活動
にあらわされる一定の意見，立場等に対する支持の表明を強制するに等しい
ものとして許されない場合もあるJとし，ある程度，団体の構成員にコミッ
トしている。
(2) 団体の統制権への強いコミット
(a) 社団たる法人は，団体としての独自の活動を認められている
H-4.1. 30 <自弁連(法案反対決議)/差止，損害賠償〉東京地判は， ["社団た
る法人は，単なる個人個人の集合体とは異なり，講成員個々人を離れた別個
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独立の法的存在であり，団体としての独自の活動を認められているのであっ
て，団体として行う行為とその構成員個々人の行為とは自ずから別個のもの
であるj とし，団体の統制権へ強〈コミットする。
(3) 号法哲学
思想信条侵害なしとしたこのアプローチの結論からみれば，消極的な司法
観に基づくといえるが，基本的人権の擁護にそった活動を日弁連の目的の範
囲内とした点に注目すれば， r毘的の範囲内Jアプローチを用いた H-4.12.21
(日弁連(法案反対決議)/差止，損害賠償)東京高判と同じく，単純にそうと
はいえない。
D このアブローチをめぐって
(1 ) 弁護士会
(a) H-4.1. 30 <日弁連(法案反対決議)/差止，損害賠償)東京地判では，
特別会費の徴収が問題になっていた後述の南九州税理士会や群馬司法書士会
事件と異なり， r一般会費Jとして徴収された資金が政治的活動に使用され
ることが構題になっており，判決は，拠出と本件反対運動との関に誼接的な
結び付きはまったく認、められないとした。この点， r資金を他へ寄付するか
自分の活動に使うかは，講成員の権利侵害との関係で意味のある違いではな
いから，事案が分かれる要因となりうるのは特別会費か一般会費かという違
いであるJ，rこの判断はJ，r国労広島地本判決が示した， ~一定の政治的活
動の費用としてその支出目的との個別的関連性が明自に特定されている資金
についてその拠出を強制することはJ許されない， という判断枠組みに依拠
し，それを反対解釈したものであるJl)というコメントがある。
18 
i主
1) 渡辺康行・法教212号 36][(1998)。なお，控訴人会員は，準備蓄商において，
rw団体が会員の思想，良心の自由な侵害するか喜子力ゴという重大な法律上の問題の
成否が，団体の当該政治運動のための費用を特別会費として徴収するか，一般会費
弁護士会等強制加入団体における構成員の思想・信条の自由をめぐる司法消極主義と積極主義 (2)
の中から支出するかという単なる使主主により，社会的実態は何れも向じであるにも
拘らず，結論が逆になることを容認する原判決の判断は誤れとし，一審判決を批
判している。自正43巻9号147fi (1992)。
A 概要
ω 「目的の範囲内/(衡量して)思想信条
侵害なしJアプローチ
これは，撞々遼巡しながら問題となった団体の行為を目的の範囲内と捉え
つつ，比較衡量の上，思想・信条の自由侵害なしとして訴えを斥けるアプ
ローチである。このアプローチは，屈体の構成員にかなりコミットするが，
団体の統制権に，より強〈コミットする。
8 裁判例
(1) H-1.8.30 <大阪税(特別会費決議)/会費返還〉大阪高判平成1年8月
30日(判時 1332号76頁①→ふ61.8. 21 <大阪税(特別会費決議)/会費返還〉大阪地判，
③→H-5.5.27 <大阪税(特別会費決議)/会費返還〉最 1判)は，決議(1) (iー はじめ
にj注10)参照。以下の決議(2)(3)も同じ)のうち会費2000門を増額する部分が
無効との主張について， I本件会費増額決議のうち， 2000円相当部分が特別
会費であるものとは到底認め難<J， I被控訴人大税会がお増額決議によって
会員である控訴人らから臨時に特別会費を徴収したことにはならないJとし
て斥ける。決議(2)のうち特別会費2000円を納入するとした部分の無効の主
張については， I税理士会が税理士業務の改善進歩のために税理士法改正運
動をすること自体はその目的からして許されないことではなし被控訴人大
税会についてもJIその会期上一定の事業をすることが認められているか
ら，税理士法正のための広報，宣伝活動及びそのために必要な支出は当然許
されるし，政治資金の寄付についてもこれが客観的，抽象的に観察して税理
士会の社会的役割を果たすためになされたものと認められる眼k 目的範囲
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内の行為Jとしつつ， r税理士会がその目的の範閣内においてするすべての
活動につき当然かつ一様に会員に対して統制力を及ぼし，会員の協力を強制
することができるものとは即断できないのであって，当該活動の内容，性
質，これについて会員に求められる協力の内容，程度，態様等を比較考量
し，多数決原理に基づく税理士会活動の実効性と会員の基本的利益の調和と
いう観点から，会員の協力義務の範囲に合理的な限定を加える必要があj
1)， r右政治資金の寄付が税理士会によって特定の政党，政治家又は候補者
を支持，応援してこれらの者に対してなされる際，会員iこ対してこれへの協
力を強制することは，会員の思想、，信条の自由を犯すものとして許されな
いJと基本視点宏明らかにする。そして， r本件で問題とされているのは被
控訴人大税会の日税連に対する特別会費の納入決議であって，日税政がした
右政治献金そのものではないから，右政治献金が税理士会の目的の範囲外で
あることから直ちに右納入決議が目的の範圏外となるものではないj，r本件
特別会費納入決議の際，これが政治献金の資金に充てることを自的又は動機
とし，且つこれが明示された上，右決議がなされたものとは認められな
いj，r被控訴人大税会がなした日税連に対する特別会費の納入決議は，従前
の特別分担金の納入決議と実質上変わるところはなく j，r政治献金の資金捻
出のため会員から特別にこれを徴収してその協力を強制したとの事実関係に
はないから，その目的の範囲を逸脱」しない， とする。さらに，右決議が会
員の思想，信条の自由を犯し，憲法 19条に違反し無効である旨の控訴人の
主張については， r本件特別会費の納入については，賛成 3842，反対 126で
可決されていることが認められ，控訴人ら主張のように直接には税理士法改
正の賛否を議決したものではないとしても，法改正につき会員の多数決によ
り税理士会の意思を決定することは他に特段の事情のない眠り団体の性質上
やむを得ないことであり，控訴人ら主張のように右法改正に反対であれば常
にその思想、，信条の自由を犯すものとしてその無効を主張できるとする根拠
はないj，r右決議方法には何らの違法な点はないし，その内容についても，
特定の政党，政治家又は候補者を支持し応援するため，その政治献金のため
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特別に臨時に会費の名臣でこれを徴収したというものではないから，右決議
が控訴人ら会員の思想，信条の自由主?犯したものとは到底認め難い。控訴人
らは，前記献金が特定の政党，政治家又は候補者に儒するものでないとして
も，会員の中にはどの政党，政治家をも支援しない会員がいるのであるか
ら，右会員の思想，信条を犯すことは明らかであるとも主張するが，仮にそ
うであるとしてもj1"前記事実関係の下ではその程度は軽微であり社団の性
質上やむを得ないJという。拠出金の交付決議(3)無効の主張については，
「右交付決議は政治資金規正法の枠内でなされた適法なものであり， しかも
右交付は従前からなされてきたものであり，又その額も大税政の収入上は極
めて少額であるから，その目的の範閣を逸脱するものではないj という。か
くして，本件{系争の決議部分はいずれもこれを無効とすべき理由がないと
い棄却とする。
(2) H-4. 4. 24 <南九税(特別会費決議)/ (a)納入義務不存在確認， (e)損
害賠償)福岡高判平成4年4月24日(判時 1421号 3頁，①→ふ61.2.13熊本地
判，③→払8.3.19最3半日)は，被控訴人会員の主張一一政治閤体である荷九各
県税政への寄隙は控訴人の目的の範囲外の行為であって，本件決議は控訴人
の目的の範囲外の行為を内容とするもので無効一ーについて， 1"税理士業務
の改善，進歩を図り，納税者のための民主的税理士制度及び租税制度の確立
を目指し，法の髄定や改正に関し，関係団体や関係組織に働きかけるなどの
活動をすることは，控訴人の呂的の範囲内であり，法律上許容されてい
るj，1"右の目的にそった活動をする盟体が控訴人とは別に容在する場合に，
控訴人が右団体に右活動のための資金を寄附し， その活動を助成すること
は，なお控訴人の目的の範囲内の行為であるj，1"本件決議は，本件特別会費
なもって，南九各県税政を通じて特定政党，特定政治家へ政治献金念行うこ
とを目的としてされたものであるとの被控訴人の主張は，これを肯認するに
足りる証拠が十分でないJという。また，本件決議は，税理士法改正運動に
反対の意見を有する被控訴人に協力を強制し，憲法が保障する思想，信条の
自由を侵害するもので，公序良俗に反するとの被控訴人の主張については，
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「ある団体がその意思決定につき多数決原理を採用し， これによる多数意見
が当該団体の目的の範関内の活動にかかわるものであっても，多数意見がー
殻通念lこ照らし明自に皮社会的な内容のものであるとか，多数意見による意
思決定に従わぢるを得なくなる少数意見者の立場が，社会通念に照らして是
認することができないほど過酷であるような場合には，右意思決定色公序
良俗に反するとして無効とする余地があり，あるいはまた，多数意見による
活動の内容・性質と構成員に求められる協力の内容・程度・態様等との兼ね
合いから，構成員の協力義務の範囲に隈定を加える必要がある場合もあるj
が， r本件決議は，その内容が反社会的であるというべき余地はないし，本
件決議の結果として被控訴人に要請されるところは，金 5000円の拠出のみ
にとどまるもので，本件決議の後においても，被控訴人が税理土法改正に反
対の立場を保持し，その立場に多くの賛陪を得るように雷論活動等を行うこ
とについて，何らかの制約を受けるような状況もないことを考えると，本件
決議の結果，被控訴人が社会通念上是認することができないような不利益を
被るものではなく J，r被控訴人が本件決議に従うことに限定を加えるのぞ相
当とすべき特段の事情も認められないJ1)とし，原判決中，特別会費を徴収
する旨の決議を税理士会の目的外の行為であり，会員の思想・信条の自由を
侵し無効であるとした部分を取り j隠すとする。
(3) H-11. 3.10 <群馬司(特別負担金決議)/債務不存在確認〉東京高判平
成立年3月10日(判時 1677号22頁，①→H-8.12.3前橋地判，③→H-14.4. 25最 1
判)は， r可法書士会が政党など政治資金規制法上の鴎体に金員を寄付する
ことのように，その活動自体が司法書士会の自的の範囲外であると認められ
る場合もあるし，司法書士会の活動として自的の範囲内でないとはいえない
としても，そのことから直ちに会員の協力義務を無条件で常定することがで
きない場合もあり得る。その限界については，問題とされている具体的な司
法書士会の活動の内容，性質(特に本来の自的との関連性の有無，度合)， 
これについて会員たる倍々の湾法書士に求められる協力の内容，程度，態様
等を比較考量し，司法書士会としての前記活動の必要性，多数決原理による
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司法書士会運営の実効性，会員姻人の基本的利援の擁護ないしその抵触との
調和の観点からこれを決すべきである」と基本視点、を述べる。そして， r本
件決議は，被災した司法書士会・司法書士の復興を支援すること，具体的に
は被災司法書士会・司法書士の業務の円滑な遂行を経済的に支援することに
より司法書士会・司法書士の機能の間後に資することを目的として 3000万
円を按訴人会から兵庫県司法書士会に寄付すること，その財源は控訴人の共
済会計から震災特別会計への借入れをもって行い，その償還は，一般経費の
節約による余剰金と受託 l件当たり 50円の割合による特別負担金をもって
充てることを内容とするものであるが，一般に災害救援等の目的のために寄
付をすること自体はJ，r控訴人の権和能力の範囲を超えるとはいえない。そ
して，特定の災害被災者支援のための寄付の財源とすることを明示してその
ための会費あるいは特別の食担の拠出を会員に求めても，その使途について
例えば…定の政治的又は祭教的立場に沿った運用が予定されるなど会員の政
治的，又は宗教的立場や信条に対する影響が麗接かつ具体的であるような特
段の事情が認められない限りは，会員が金銭的負担を負わされることが直ち
に…定の政治的，又は宗教的立場や信条の表明に直結するということもでき
ないから，控訴人会が多数決によって会員に被災者支援のための金銭的負担
を求めることは，これが会員の思想，信条の自自に対する侍らかの制約とな
るとしても，その程度は軽微であって，思想・信条等の自由を根本的に否定
するほどのものではな」し「本件において右の特段の事情は認められな
いJとし，原判決一一司法書士会の決議は司法書士会の白的の範囲外の行為
であり，無効である を取り消し，被控訴人会員らの請求を棄却する。
C このアプローチを支える思想
(1 ) 酷体の構成員へのかなりのコミット
(a) 強制加入団体としての性格上，会員に要請される協力義務にも隈界
H-l. 8. 30 <大阪税(特別会費決議)/会費返還〉大阪高判は， r税理士会が税
理士業務の改善進歩のために税理士法改正運動をすること自体はその目的か
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らして許されないことではなし被控訴人大税会についてもJrその会如上
一定の事業をすることが認められているから，税理士法正のための広報，宣
伝活動及びそのために必要な支出は当然許されるし，政治資金の寄付につい
てもこれが客観的，抽象的に観察して税理士会の社会的役割を果たすために
なされたものと認められる限仇目的範関内の行為ということができるJ
が， rそのことから税理士会がその目的の範囲内においてするすべての活動
につき当然かつ…様に会員に対して統制力を及ぼし，会員の協力そ強制する
ことができるものとは却断できないj という。 H-l1.3.10<群馬司(特別負担
金決議)/債務不存在確認)東京高判は， r任意図体であって，その構成員た
る社員や組合員の加入や脱退が一応自由である会社や労働組合とは異なり，
司法書士会は司法書士法に根拠を有する強制会であり，会員は入会が強制さ
れ，脱退の自由も実質的に保障されていないから，会員には，様々の思想・
信条及び主義・主張を有する者が存在することがき当然に予定されてjおり，
f司法書士会が多数決により決定した意思lこ基づいてする活動にも，そのた
めに会員に要請される協力義務にもJ，r司法書士会の強制加入団体としての
性格上おのずから限界があるj という o H-4.4.24 <南九税(特別会費決議)/
(a)納入義務不存在確認， (e)損害賠償〉福岡高判も，一般論としては，鴎
体の構成員へのコミットは弱くない。
(2) 団体の統制権への強いコミット
(a) 税理士制度について，法の制定や改正に関し，関係団体や関係組
識に働きかけるなどの活動をすることは，税理士の目的の範間内
H-4.4.24 <南九税(特別会費決議)/ (a) 納入義務不存在確認， (e) 損害賠
償〉揺岡高判は，前述のように， r控訴人が，税理士に関する制度について
調査，研究を行い，税理士制度に関する税理士法の規定について改正の必要
があるとする場合や，その改正が現実の課題となっている場合に，求める方
向への法改正念権限のある官公箸に建議するほか，税理士業務の改善，進歩
合図り，納税者のための民主的税理士鮮度及び程税制度の確立を目指し，法
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の制定や改正に関し，関係団体や関係組織に働きかけるなどの活動をするこ
とは，控訴人の自的の範囲内であり，法律上許容されているJという。
(b) 司法書士会は，一定の社会的役割を果たすことも期待されている
H-l. 3.10 <群馬司(特別負担金決議)/債務不存在確認〉東京高判は， i控訴
人の活動は法及び会期に明示された『会員の指導及び連絡』に限られるもの
ではなしその目的を遂行する上で直接又は間接に必要な範闘で，可法書士
制度に関連する事項につき調査，研究を行うことはもちろん，司法書士業務
の改善進歩のために会員に対する研修を行い，関係団体や関係組織に働きか
け，他の司法書士会との間で業務その他について提携，協力，援助等をする
こともその活動範臨に含まれるJ，iまた，司法書士会は，司法書士法に根拠
を有する法人として，他の法人，諮問体と同様，一個の社会的組織として実
在し，一定の社会的役割そ果たすことも期待ないし要請されているJiから，
上記のような活動に止まらず，例えば災害救援金の寄付，地域社会への財産
上の奉仕，各種福祉事業への資金額での協力などの面で応分の負担をするこ
とも，社会的に相当と認められる限仇権利能力の範囲内にあるとみること
ができる。けだし， i"言法書士法の掲げる『司法書士の品位を保持し，その業
務の改善進歩ぞ園る』という司法書士会の目的達成のためには，会員の指導
及び連絡という純然たる対内的な活動ばかりでなく，一定範囲での対外的な
活動も予定されているというべきであり， これらの対外的な活動も右の可法
書士会の目的と関連性がないとはいえず，また司法書士会においてこれらの
活動を行うことが会員の一般的利益に反するということもできないからであ
る(むしろ，これらの対外的活動が苛法書士の品位の保持，社会的地位の向
上に資する場合があることは容易に推測されるところである。)0 Jという。
(c) 多数決によりそれが決定された以上，会員の協力義務を否定すべき
理由はない
H-4.4.24 <南九税(特別会費決議)/ (a)納入義務不存在確認， (e)損害賠
償〉福開高判は， i多数決制度は，それにより間体の意思決定がされた場
合，原則として，少数意見者は自己の思想、，信条に反しでも多数意見による
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意思決定に従わなければならないことを前提として容在するん「控訴人が総
会における会員の多数決による決議により税理士法改正運動を推進する旨決
定した場合，被控訴人が右運動に反対であることをもって，産ちに右決議は
被控訴人の思想，信条の自由を侵害するとして公序良俗に反するものとし，
これを無効とすることはできないJ，I控訴人会による災害に対する救援のた
めの寄付については，いかなる災害の場合に寄付をなすべきか，またその金
額や資金調達の方法等については，基本的に会の自主的判断によって決めら
れるべきものであり，多数決によりそれが決定された以上は，本件のような
震災により被害を受けた同業司法書士会・司法書士の支援のための寄付金に
充てる費用負担について，これに反対の意見をもっ会員に対しでも，会則及
び特別負担金規則の定めによる会員の協力義務を否定すべき理由はない」と
いう。
(d) 公的支援金ともいえるもの
H-ll.3.10 <群馬司(特別負担金決議)/債務不存在確認)東京高判は， I本
件決議における『阪神大震災により被災した司法書士会・司法書士の復興を
支援するため』との趣旨はJ，I被災司法書士会・司法書士の個人的ないし物
理的被害に対する誼接的な金銭補填や見舞金の趣旨ではなく，被災司法書士
会・司法書士の業務の円滑な遂行を経済的に支援することにより，司法書士
会・司法書士の機能の屈復に資することを白的とする趣慢のもので，その使
途目的及び拠出方法の公的性格に着目していうならば，控訴人会からの『公
的支援金JともいえるものであるJという。
(e) 3000万円の寄付は応分の範闘を超えたものとは即断できない
H-1.3.10<群馬司(特別負担金決議)/債務不存在確認〉東京高判は， I当該
寄付が控訴人会の規模，予算等からしてあまりに巨額で，会の他の通常の業
務運営が鴎難となる事態が予想されるような場合は，当該寄付については司
法書士会の権利能力の範囲を超えるものとされることもあり得るし，会員に
対する負担金の額が社会通念上あまりに過大で，会員の通常の業務運営や生
活を脅かし，会員の一般的利誌に反するような特段の事情がある場合は，会
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員の協力義務が否定されることもあり得るjが， i控訴人会の規模，年間予
算，活動状況等し他方において公知の事実である阪神・淡路大震災による
未曾有の被災状況並びに本件証拠上認められる兵庫県湾法書士会・開会所属
司法書士の被災状況及び災害後のその活動状況などからみて，本件3000万
円の寄付が控訴人会としての応分の範囲を超えたものとは郎断できないJ，
九件当たり 50丹の特別負担金は，控訴人所属の会員の l件当たり受託報酬
平均2万円前後からみるとその負担割合は約0.2パーセントに止まることな
どからして，本件特別負担金の額が社会通念上会員の協力義務を奇定すべき
ほどに過大であったとも認めることはできないJという。
(f) トンネノレ機関でない
H-1.8.30 <大阪税(特別会費決議決議)/会費退還〉大阪高判は，控訴人会
員らの主張一一大税政は大税会と組織上，表裏一体の関係にあり，大税会の
政治部門に過ぎないトンネノレ機関であって，このような政治団体に寄付する
こと自体，目的を逸脱するーーについて， r実際上，大税政は被控訴人大税
会と表裏一体の関係にあり，一面その政治部門の様相を呈していることは否
定できない」が， i被控訴人大税会は公益法人であるのに対し，大税政は任
意間体であり，両者は別個の閤体であることは勿論J，i大税政はその閤有の
会員の会費によって独立別個の会計を有しており，被控訴人大税会からの前
記交付金は全収入のわずか4パーセント弱に過まないこと，大税政は日税政
に対し前記の会費のほか，特別分担金 150万丹を納付しているが，独自の政
治活動をしていることが認められん「これがトンネル機関であるとは到底認
め難いj という。
(3) 司法哲学
問題となった団体の行為を自的の範器内とし，思想、信条侵害なしとしたこ
のアプローチは，一蹴的には，消極的な可法観に基づくといえるが，震災援
助にかかわる H-11.3.10 <群馬苛(特別負担金決議)/債務不容在確認〉東京高
判の場合，団体の行為が大震災に援助をしようとした点で人権へのコミット
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であったと捉えれば，単純にそうとはいえない。
D このアプローチをめぐって
(1 ) 税理士会
H-1.8.30 <大阪税(特別会費)/会費返還〉大阪高判は，税政連への政治資
金の寄付を目的内行為とした際，日税政は大税政などの単位税政連のほか賛
助会員をもって構成されている任意団体であって，公益間体である日税連と
は別個の団体とし，また，大税会は公益法人であるが，大税政は任意団体で
あり，両者は別儲の団体であるとして，税政連が税理士会のトンネノレ機関で、
あるとの控訴人会員の主張を斥けた。この点， Iもともと税政連は公益法人
である税理士会にかわって業界の政治的要求実現のために政治活動念行う目
的で創設されたのだから，表面上税理士会と別個の団体としての体裁をとっ
ているのは当然のことである。従ってここではより実態に立ち入った両者の
関係の検討が必要であったJ，南九州税理士会事件熊本地裁判決との「事実
関係における大きな違いは，第ーに政界工作資金に当てられる特別会費の徴
収方法が，南九州税理士会事件の場合，会員から一般会費とは別個に直接徴
収されたのに対し，大阪合同税理士会事件の場合，値上げされた一般会費の
中に含まれる形で徴収されたところにあJ1)， I結局J，I会費徴収と政治献
金との結びつきがわかりやすいか否かの違いにすぎないJ，I仮にこうした遣
いが同じ税理士会の行った政治献金の是非を左右するとすれば，結局巧妙な
やり方さえすれば違法な政治献金を合法的に行うことができるということに
なってしまうj という批判のがある。
H-4. 4. 24 <南九税(特別会費決議)/ (a) 納入義務不寄在確認， (e)損害賠
償〉福岡高判は，南九州税理士会の寄付が，南九州各県税理士政治連盟の特
定政治家への寄付に使われたか必ずしも定かでないとしつつ，税理士の地位
向上等という目的があれば，政治面体への寄付も許されるとした。この点，
「これは，木を見て森を見ない議論であって，南九州税理士会の寄付が南九
州各県税理士政治連盟のなかであいまいになるが故に，南九州各県税理士政
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治連盟を': W トンネノレ~ (第 l審判決)とする『うまみjがあることを見てい
ない。また，政治家への寄付が，その政治家の一般的な政治的立場を結果と
して支援することになろうと，それは付髄的結果にすぎず，目的が税理士の
地位向上等にある限り許されるという議論も承服し難い。これは逆に読め
は賄賂的政治献金の勧めであろう。いずれにせよ，本判決は，第 1審が有
していた，公益法人としての活動の公共性，そこにいる会員の思想、良心の自
由について，なんの緊張感も見ることができないものとなっているjぬとい
う批半日がある4)。
他方， r税理士に関する制度について調査・研究し，税理士業務の改善・
進歩を図るという会の目的に照らして，税理士法改正について関係団体に
働きかけること自体は目的の範囲内にあると解され，この意味で，本判決
の説示は一般論としては妥当であるん「一般論としては，税理士法改正と
いうJ.南九州税理士会「の活動に重大な影響のあることがらについて，政
治的に中立的なかたちで活動資金な徴収するものであればJ，南九州、i税理士
会 fの目的の範囲外とはみなし難いように思われるJ5)というコメントがあ
る。
(2) 司法書士
H-11. 3.10 <群馬司(特別負担金決議)/債務不存在確認〉東京高判が，比較
衡量の手法を?もって会員の協力義務を肯定し，思想、・良心の自由の授書なし
としたことについて， r構成員の思想、・良心と衝突するがゆえに協力を義務
づけることはできないが，法人はー殻会費から，あるいは構成員の自主的な
拠出に基づき金銭の支出をすることはできるということもありうる。それゆ
え，法人の目的の範醤と構成員の協力義務の有無とは一応別舗の開題として
講成すべきであろう。その点、で，本判決が，その活動自体が司法書士会の目
的の範囲外であると認、められる場合と，その活動自体が司法書士会の目的の
範囲内でないとはいえないとしても，金員の協力義務が否定される場合とを
区別していることは，注屈されようJ，rw思想、・信条等の自由を根本的に否
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定するほどのものjでなければ会員は協力を把否できないかのような表現な
ど問題となりうる額所もあるが，本判決の判断枠組みとその適用はおおむね
妥当J6)というコメントのほか，好意的なコメントが多い7)。
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注
1) さらに，判決は，本件決議は，被控訴人会員に特定の候補者及び政党への寄附を
強制するものであるから，被控訴人の政治的思想，信条の自E討を侵害するもので，
公序良俗に反し，無効であるとの被控訴人の主張について， I本件決議は，明示的
にはもちろん，黙示的にも，特定の候補者又は政党への寄附'a:'eI的としたものと認
めるに足りる証拠が十分でないJという。
2) 木下智史「税理士会による政治団体への寄附と法人の権利能力J神戸学院法学
20巻3・4号 145，143頁 (1999)。伺コメントは，さらに， I大阪高裁がもっぱら
日税政による政治献金のあり方を問題として，税理士会が税政連に寄附を行うこと
自体についてなんら問題としていないのは片手落ちとはいえまいかん「税政連への
寄附が政治資金規制法の範閣内で行われていることを大阪高裁判決はことさら強調
しているが，ここでの問題は寄附の金額の多寡が問題なのではなく，公益法人たる
税理士会が政治団体たる税政連lこ寄F伎をなすことが許されるかどうかであるj とい
う。 146頁。
3) 中富公一・法セミ 456号 131J[ (1992)。
4) その他， I特定の政治活動念行ない，特定の政党・候補者lこ政治献金を行なう税
理士業界の政治団体へ，税理士会(公益法人)が会員に負担を強制する形で，寄付
をなすこと自体を(一般的経費の補助か，特定政治家への献金資金の提供かを関わ
ず)憲法は禁じるのではないか。政治的問題(税理士法改正)にいかなる立場をと
るのか， どの政党どの候補者を支持するのかは，本来，主権者としての偶人が決す
べき事柄である。とりわけ任意に加入脱退できない組織が，これに関して団体とし
て決定をなし，会員にそれな強制することが認められるならば，個人の思想、信条の
自由が侵されるだけでなく，民主主義過程も歪められてしまうJという批判があ
る。今関i原成・!fU例セレクト '92号法教 150号別滞付録 13頁(1993)。
5) 戸波江二・ジュリ臨増 1024号9頁(1993)。
6) 市}llE人・平成 11年度重要判例解説(ジュリ続時潜刊 1179)1O~11 頁 (2000) 。
7) I本件寄付が政治・宗教に夜結せず，被災者一般のためでもなく，友会・悶職の
早急な立ち直りを支援するためであったという点、を重視すれば，本判決の結論jは
「説得的J(倉田原志・法セミ 44巻 11号 107J[ [1999))， I本判決は，法人の目約
の範囲内でありながら，構成長の協力義務がD定される場合を明示し，構図の明確
化を図る。もともと最高裁国労広島地本事件判決JIは，労働組合の目的の範郎内
でも，組合員に対する統制機lこ限界があることを明らかにしていた。公益法人に
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も，その理は妥当する。そこでは，私人間での人権衝突の調整が課題となる。本判
決が多くの要素を挙げた利益衡量を提唱することには根拠があるJ，1そして，そも
そも本件に人権侵害はあったのか。 l審判決は，震災被害者への寄付が『各人が自
己の良心に基づいて自主的に決定すべき事柄であり，イ也から強制される性質のもの
ではないJとした。しかし，南九州税理士会訴訟における政治献金と，本件寄付で
は，伎格が異なる。前者は，自ら支持しない政治活動を財政的に支援する行為を義
務づけられる点で，自分の信条に反する行為の強制という構図が明らかだった。そ
れに対し，本件寄付の強制が原告の良心をどう侵害するかは，明らかでない。多数
決lこ基づく所属関体の行為を絶対的に退けるような人権侵害が認定できるのか。闘
が震災被害者救援に予算を使うことを憲法 19条の侵答と見る人はいなかろうJ(西
原博史・判例セレクト '99法教234別冊付録6頁 (2000J)，12審判決は，本件警察祭
主?的穣に読み解いた。 2審判決は，本件金員拠出を， w被災司法三書士会・司法書士
の個人的ないし物理的被害に対する直接的な金銭補壊や見舞金の趣旨ではなく，被
災司法書士会.i'司法書士の業務の円滑な遂行を経済的に支援することにより，司法
書士会・可法護士の機能の回復に資することを目的とする趣旨のもので，その使途
尽的及び拠出方法の公約性格に着目していうならば~J，群馬可法護士会 IWからの
r 公的支援金』ともいえるものであるふ として，司法護士会の目的の範関内の行
為と認めたのであるJ，1阪神・淡路大震災の被災者支援のあり方についても， w公
的支援金ともいえるものJだとする位置づけのなかに，的確な認識が示されてい
るJ(7南部・前出《消極主義Il))αタイプ付注 2)6亥)等の評価がある。
A 概要
(三) r目的の範囲内強調/(思想信条
侵害なし)Jアプローチ
これは，問題となった行為が間体の目的の範関内であることを強調しつ
つ， (明石家に記述されないが)思想、信条の自由侵害なしとして訴えを斥けるアプ
ローチである。このアプローチの，団体の構成員へのコミットは弱し面体
の統制権へのコミットは強い。
B 裁判例
(1) H-14.4.25 <群馬司(特別負担金決議)/債務不得喪確認〉最 1判平成
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14年 4月25日(判時 1785号31頁，①→ H-8.12.3前橋地半U，②→日目11.3.10東京高
判)は， 1本件拠出金は，被災した兵庫県弓法書士会及び同会所属の司法書
士の個人的ないし物理的被害に対する直接的な金銭補てん又は見舞金という
趣旨のものではなし被災者の相談活動等を行う開司法書士会ないしこれに
従事する司法書士への経済的支援を通じて司法書士の業務の円滑な遂行によ
る公的機能の田復に資することを目的とする趣旨のものであったん
士会は，司法書士の品位を保持し，その業務の改善進歩を図るため，会員の
指導及び連絡に関する事務を行うことを目的とするものであるが(司法書士
法 14条 2項)，その目的を遂行する上で誼接又は間接に必要な範囲で，他の
司法書士会との間で業務その他について提携，協力，援助等をすることもそ
の活動範囲に含まれるん 13000万円という本件拠出金の額については，そ
れがやや多額にすぎるのではないかという見方があり得るとしても，阪神・
淡路大震災が甚大な被害を生じさせた大災害であり，早急な支援を行う必要
があったことなどの事情を考慮すると，その金額の大きさをもって直ちに本
件拠出金の寄付が被上告人の自的の範囲を逸脱するものとまでいうことはで
きjず， 1兵庫県可法書士会に本件拠出金を寄付することは，被上告人の権
利能力の範囲内にあj り， 1被上告人は，本件拠出金の諦達方法について
も，それが公序良{谷に反するなど会員の協力義務を否定すべき特段の事情が
ある場合を除き，多数決原理に基づき自ら決定することができる」とする。
そして， 1被上告人がいわゆる強制加入団体であることJ1を考慮しでも，本
件負担金の徴収は，会員の政治的又は宗教的立場や思想、信条の自由を害する
ものではなしまた，本件負担金の額もん「会員に社会通念上過大な負担を
課するものではないのであるから，本件負担金の徴収について，公序良俗に
反するなど会員の協力義務を否定すべき特段の事情があるとは認められな
いJ，1本件決議の効力は被上告人の会員である上告人らに対して及ぶJと
し，原審の判断は正当であるとして，上告を棄却する。
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C このアプローチを支える思想、
(1 ) 間体の構成員への弱いコミット
H-14.4.25 <群馬問(特別負担金決議)/債務不存在確認〉最 1判には，毘体
の構成員にコミットする記述は見られない。
(2) 団体の統制権への強いコミット
(a) 他の司法書士会との開で提携，協力，援助等をすることも司法書
士会の活動範囲
H-14.4.25 <群馬可(特別負担金決議)/債務不存在確認〉最 l判は，上記の
ように，司法書士会は， rその居的を遂行する上で直接又は間接に必要な範
囲で，他のE立法書士会との簡で業務その他について提携，協力，援助等をす
ることもその活動範囲に含まれる」とし，その活動範囲を広〈捉える。
(b) 本件負担金の額も社会通念上過大ではない
H-14.4.25 <群馬問(特別負担金決議)/債務不存在確認〉最 1判は， r本件
負担金の額も，登記申請事件 1件につき，その平均報酬約 2万1000円の
0.2%強にきlJj;こる 50円であり，これを 3年開の範囲で徴収するというもので
あって，会員に社会通念上過大な負担ぞ課するものではないJという。
(3) 司法哲学
問題となった団体の行為が目的の範囲内であることそ強調し，原告の思想
信条箆害なしとする点において， このアプローチは諮極的な司法観に基づい
ているといえるが，闇体の行為が大震災lこ援助をしようとした点で人権への
コミットであったと捉えれば， r目的の範関内/(衡量して)思想信条侵害な
し」アプローチを用いた H-11.3.10 <群馬司(特別負担金決議)/債務不存在
確認〉東京高判と同じく単純にそうとはいえない。
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D このアプローチをめぐって
(1) 司法書士会
H-14.4.25 <群馬司(特別負担金決議)/債務不存在確認〉最 l判は，群馬司
法書士会の復興支援拠出を，帯法書士会の目的の範囲内に含まれるとした。
この点， i今日の司法書士は，かつての『代書屋Jから『法律家』への変身
を遂げており， しかも，代書屋以来の庶民の親近感から，兎角敬遠され勝ち
な弁護士に対比して『庶民に最も身近な法律家』としての重要な社会的職責
をになっているん「兵庫大震災は，司法書士がこのような社会的職責を十一
分に果たすべき機会であったJ1)とする好意的コメント，多数意見と反対意
見の結論を分けた判断要素色①本件災害復興支援拠出金の趣旨や性格の
捉え方，② 3000万円という拠出金額の多寡と捉え，①につき， i多数意見
におけるように『公的機能』を認める方が妥当な評価」とし，②につき，
「多数意見のいうように，会員に社会通念上過大な負担を課するものではな
いと解するのが妥当j というコメント 2)，多数意見が，拠出金の額につい
て，直ちに本件拠出金の寄付が被上告人の自的の範囲そ逸脱するものとまで
いうことはできないと述べたことについて， i正当な認識を示すもの」3)，
「金員の寄付であっても，それが政治団体への政治献金で、はなく，メセナ活
動に基づくものである場合には，一般論としていえばむしろ積極的に肯定さ
れるべき」りというコメントがある。
他方， i強制加入の公益法人と営利目的の会社とで，目的の範囲につき判
断基準営異にすべきことは，学説上もほぼ異論がないJ，i本件は，強制加入
の公益法人が会員から特別負担金を強制徴収する旨を総会決議したというこ
とでは，南九州税理士会事件と類似している。しかし，被災した司法書士会
への寄付については，間接的には『目的の範囲』内と評価されてよいであろ
うし，そのための特別負担金の徴収も会員個人の思想信条の岳由を侵害する
ものとまではいえないであろう。この点、からすれば，南九州税理士会事件と
は異なる判断がされたことは一応是認しうる」とするが， i本件総会決議に
は，決議に従わない会員は徴収額の 10俵相当額の納入を催告される等の事
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壌が含まれており，また，総会決議の尊重義務を定めた会期に違反するもの
として，司法書士会を管轄する法務局等の長が行う懲戒の対象にもなりう
るん「たとえ決議の内容が会員個人の思想信条の自由を害するようなもので
はなく，拠出金の負担も過大とはいえないとしても，決議に従わない会員に
これほど厳しい不利益を伴う義務を課すのは，強制加入居体が多数決による
決定をもって会員に課すことのできる協力義務の限界を超えるものといわざ
るをえないのではなかろうかj，r被災司法書士会への寄付という人道的行為
といえども(むしろ人道的であればなおのこと， というべきか)，懲戒を伴
うような会員への義務づけは認められるべきではなし総会決議のこの部分
の有効性に関しては，なお疑問があるj5)，r本件は，そもそもある決議への
協力義務を課することが構成員の思想、信条を害するか， という観点から検討
されるべき問題なのであろうかj，r問題は，我々が団体に加入した場合災害
等があったときに構成員が寄付するか否かの判断を団体に委ねたといえる
か，にあるj，r我々はある自的の為に団体に加入するのであるが，団体の目
的達成に必要な経費は，たとえ会費値上げに反対した構成員であっても，会
費値上げの決議がなされれば，その決議に拘束され値上げされた会費合払わ
なければならない。しかし，災害があったときに寄付をするか杏かは，団体
の目的達成とは関係がない事柄なので，そのような事柄について団体が決議
しでも，構成員は決議に拘束されないのではないかム「本件の場合，決議へ
の協力義務そ課することが構成員の思想、倍条の自由を侵害するか否かが問題
なのではなく，団体が権限内の事柄について決議しているといえるか否かが
開題なのである。国体が権限外の事柄について決議していれば，その決議内
容が思想倍条の自由を侵害するか，公序良俗に反するかとは無関係に，その
決議は構成員を拘束せず無効となるj6)等の批判がある。
注
1) 甲斐道太郎・判タ 1108号 11頁 (2003)。悶コメントは，次のようにいう。「この
大震災によって極めて多数の家屋が倒壊・焼失したが，被災した借地人・借家人に
は，建物の倒壊・焼失によって従来の借地または借家に居住する権利を失うのでは
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ないかとの心配が強<，現に多くの地主・家主からの明渡請求が地震直後から借地
人・借家人に送りつけられている。したがって，被災借地人・借家人は，被災直後
からこの点に関する専門家のアドパイスを求めて奔走せざるをえない状況に追い込
まれた。弁護士(会)や各大学の法律相談部もそれぞれに対応をしたがi"立法護士
ないし可法書士会の対応、には陛闘すべきものがあった。とくに各地から参加したボ
ランティアの司法書士が，司法書士会の白だすきをかけて各避難所・テント等合訪
問して出張棺談を行ったことは，弁護士など他の法律家には期待しえない，まさに
『庶民に最も身近な法律家』としての真価を発揮したものとして，多くの被災者か
ら熱い感謝をもって迎えられたJ，iこの種の相談においては，現地の実情に詳しい
地元の人間でないと的確に判断して答を出しにくい問題が多いJ，iかかる状況下に
おいては，兵庫県における被災可法書士会・司法書士の復興を促進して，被災住民
の切実な要求に答えられる態勢を一刻も早〈確立することは，被災兵庫県民にとっ
て喫緊の必要事でありJ，i司法書士の使命・ l織愛にかんがみれば，ー兵庫県司法護
士会ないしその所属司法書士のみならず，全司法書士界そのものにとって，司法書
士本来の職資営巣たし，司法苦手土に対する国民の要議に答えるための喫緊の課題で
あった。そして， このような地元会ないし可法書士の早急な立ち直りを支援するこ
とは，プロブエツションとしての可法書二とそのものが『嵐氏の後初の保護に寄与J
し， ~司法誉士の品位を保持』し，かっ『業務の改善進歩~ {e図る行為であってJ，
「まさに群馬司法書士会の目的とするところであった」。
2) 岡田信弘・法教269号50-51貰 (2003)。同コメントは， i多数意見と反対意見
{e分けている要因は，理論的なものというよりは事実認識もしくは事実に対する評
価の違いであるといえよう。したがって，両者のどちらに与するかは，主として本
件に関わる一連の事実の中からどれを重視し， どれを軽視するかにかかっている。
その意味で，本判決を理論的な問題の解明に大きく寄与する判決として位置づける
ことはできないように思われる。理論的な問題は不明確のまま残されているん判
決が，団体決定と構成員の思想・信条の自由の関係にき，阿佐一，多数意見が， ~本
件負担金の徴収は，会員の政治的又は宗教的立場や思想、信条の自由を害するもので
はな』いと述べているにとどまるJ，i主憲法 19条の保障する『思想、・信条の自由』
の法窓を明確にしたよで，それがどのような団体決定の場合に侵害ちれることにな
るかの見極め方を明らかにする作業が，本判決では手つかずのままそっくり残され
てしまったJという。 51頁。
3) 浦部法穏・前出《消緩主義II))αタイプ(寸注2)7頁。
4) 中島茂樹・別冊ジュリ 186号83頁 (2007)。その他， i政治献金にあってはJ，
「政治活動の領域については法人構成員の関に多様な価値観が存し，また，政治献
金は選挙における投票の自由と表裳をなす関係にあり，思想・信条の自由主主侵害す
ることにも繋がる。これに対し，復奥支援金拠出については，かかる関係もないと
弁護士会等強制加入団体における構成長の思想・信条の白痴をめぐる司法消極主義と穣様主義 (2)
考えられ，思想、・信条の自由侵答の問題は深刻な形で生じているとはいえそうもな
い。そして，拠出される金員も社会に還元されるという点、でも，政治献金とは異な
る。したがって，法人の活動の経済的基幾ぞ危うくさせるものでなければ，支援金
の拠出は許容できるとも考えられるん「実際lこも，会員 l人当たりの負担も大きい
ものではなし負担能力のないものには免除も可能である，という。このことから
すれば，法人の活動の具体的内容・性質と構成員の協力義務の内容・程度などの比
較考量から，目的の範郎内とする判断も十分可能かと思われる」というコメントが
ある。大野秀夫・判評(判時 1640号218-219笈 [2003J)。
5) 国高箆実・法セミ 48巻l号 116頁 (2003)。
6) 河内・前出《消極主主主I1))α タイプト)注3)13亥 (2003)。
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